
●火災共済事業規約・同施行規則及び交通災害共済事業規約・同施行規則の内容がご契約内容とな
りますので、あらかじめ、当組合のホームページ等でご確認ください。また、ご契約に際して特
にご確認いただきたい重要な事項を「契約概要」に、特にご注意いただきたい事項を「注意喚起
情報」に記載しています。上記の共済事業規約・同施行規則と合わせて、内容をご確認のうえ、
お申込みいただきますようお願いします。
●この書面は、ご契約に関するすべての事項を記載したものではありません。詳細については、
『ご契約のしおり』をご参照ください。また、ご不明な点は当組合までお問合せください。

ホームページ
Q Rコード

共済契約に関するご相談・ご意見・お問合せ先

電話   06-6203-7073 FAX   06-6203-0485受付時間   9：00～17：30（土・日・祝・年末年始除く）

おおさか市民共済

1.共済金額（ご契約金額）については、建物4,000万円・家財2,000万円を上限として、当組合が定める建物・家財の標準的な加入
額の範囲内で設定してください。詳しくは、火災共済事業規約（共済金額）に記載しておりますので、ご参照ください。
2.万一、事故が発生した場合に十分な保障が受けられるよう、当組合が定める建物・家財の標準的な加入額に過不足なくご契約ください。
3.建物のみのご契約では家財の損害は保障されません。契約もれのないようご注意ください。

ご自宅からの火災等により、延焼等で近隣住宅にも被害が及んだ場合で、自己の費用で見舞金等を支払った
場合にお支払いします。

事故時の整理にかかる清掃費用等をお支払いします。

漏水等により第三者の住居に水漏れ損害を与え、自己の費用で見舞金等を支払った場合にお支払いします。

び発生原因を問わず地震等によって延焼・拡大して生じた損害についても共済金はお支払いできません。
及

年額1口あたりの共済掛金額は下記のとおりです。また、1口あたりの保障額は10万円です。
共済掛金額はお住まいの建物の構造・用途、共済金額（ご契約金額）によって決まりますので、詳しくは、当組合までお問合せくださ
い。なお、共済掛金の支払方法は年払いとなります。

（通知義務等）契約成立

郵便局口座、銀行等口
座からの自動引落

※共済契約のお申込みは、郵送やインターネット等でも承っております。

契約を更新される方は、ご指定の口座から満期月の５日
に自動的に掛金の引落ができます。（手続要）

9時～17時30分（土日祝、年末年始除く）

その他ご注意いただきたい事項
1.次の事由が生じた場合には、ご契約を解除することがあります。
（1）ご契約者又は共済金受取人が、この組合に共済金を支払わせることを目的として故意に支払事由を生じさせ又は生じさせようとし

たこと。
（2）ご契約者又は共済金受取人が、共済金の請求及び受領に際し、詐欺の行為を行い又は行おうとしたこと。
（3）ご契約者、被共済者又は共済金受取人が、暴力団関係者その他の反社会的勢力に該当すると認められること。
（4）ご契約者又は共済金受取人が、当組合からの信頼を損ない、共済契約の継続を困難とする重大な事由を生じさせたこと。
2.ご契約者から共済契約を更新しない意思の表示又は変更の申出がされない場合は、共済契約は満了するご契約と同一の内容で自動的
に更新します。ただし、当該契約満期日の翌月末日までに共済掛金のお支払いがない場合は、更新日（満期日の翌日）に遡り効力を
失います。なお、事業規約及び施行規則を変更する場合があります。そのときは、更新日（満期日の翌日）における変更後の事業規
約及び施行規則の内容で共済契約が更新します。

解約と解約返戻金

個人情報の取扱いについて
当組合は、取得した個人情報を、当組合が行う事業に関する商品およびこれらに付帯・関連するサービスの提供等に利用します。その他の
目的に利用することはありません。

Ⅱ. 責任開始期
新規でご契約をしていただいた場合の共済責任は、共済契約の成立日（共済掛金の払込みのあった日）の翌日から開始します。
また、満了するご契約が更新される場合の共済責任は、更新前の契約の満期日の翌日から開始します。

交通事故であっても医師等の治療期間が初診日から全治の日まで14日に満たない場合は、共済金をお支払いできません。

Ⅴ. 共済掛金の支払猶予期間
満了するご契約が更新される場合の共済掛金は、 契約満期日までにお支払いください。
ただし、同一内容で更新される場合は、当該契約満期日の翌月末日までお支払いの猶予期間がありますので、猶予期間内にお支払いく
ださい。なお、猶予期間内にお支払いがない場合は、契約が失効となり当該契約満期日の翌日以後に起きた事故については、共済金を
お支払いできませんのでご注意ください。
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3. 次の事由が生じた場合には、ご契約を解除することがあります。
（1）ご契約者又は共済金受取人が、この組合に共済金を支払わせることを目的として故意に支払事由を生じさせ又は生じさせようとし

たこと。
（2）ご契約者又は共済金受取人が、共済金の請求及び受領に際し、詐欺の行為を行い又は行おうとしたこと。
（3）ご契約者又は共済金受取人が、暴力団関係者その他の反社会的勢力に該当すると認められること。
（4）ご契約者又は共済金受取人が、当組合からの信頼を損ない、共済契約の継続を困難とする重大な事由を生じさせたこと。
4.ご契約者から共済契約を更新しない意思の表示又は変更の申出がされない場合は、共済契約は満了するご契約と同一の内容で自動的に
更新します。ただし、当該契約満期日の翌月末日までに共済掛金のお支払いがない場合は、更新日（満期日の翌日）に遡り効力を失い
ます。なお、事業規約及び施行規則を変更する場合があります。そのときは、更新日（満期日の翌日）における変更後の事業規約及び
施行規則の内容で共済契約が更新します。

この共済は、共済期間内にⅡの1に記載している交通事故により、被共済者が傷害を受けた場合又は、死亡された場合共済金をお支払い
します。

1.共済の対象となる交通事故
①運行中の交通乗用具にとう乗中の当該交通乗用具に起因する事故

1.契約者、共済金受取人の故意又は重大な過失によって生じた損害

Ⅱ. 責任開始期
新規でご契約をしていただいた場合の共済責任は、共済契約の成立日（共済掛金の払込みのあった日）の翌日から開始します。
また、満了するご契約が更新される場合の共済責任は、更新前の契約の満期日の翌日から開始します。

Ⅳ. 共済掛金の支払猶予期間
満了するご契約が更新される場合の共済掛金は、契約満期日までにお支払いください。ただし、同一内容で更新される場合は、当該契
約満期日の翌月末日までお支払いの猶予期間がありますので、猶予期間内にお支払いください。なお、猶予期間内にお支払いがない場合
は、契約が失効となり当該契約満期日の翌日以後に起きた事故については、共済金をお支払いできませんのでご注意ください。

小児用自転車、小児用三輪車、ベビーカー、シニアカー、モーターボート、ヨット、釣船等の単独自損事故

※事故日から180日を超える部分については、お支払いできません。
※同一の事故により同じ日に重複して通院又は入院したときは、医療機関を問わず1日の通院又は入院とみなし共済金を算定します。
なお、通院と入院が重複したときは入院1日とし算定します。

Ⅲ. 付加できる主な特約及びその概要
共済契約に付加できる特約はありません。
Ⅳ. 共済期間（共済のご契約期間）
共済期間は１年間です。ただし、１年未満の共済契約も可能な場合があります。詳しくは当組合までお問合せください。
Ⅴ.

交通事故により傷害を受け、その直接の結果として事故に遭われた日（以下「事故日」といいます。）から180日以内に死亡された場
合に、共済契約の種類により加入1口につき下記のとおりお支払いします。

（告知事項等）

火災等を事故とする法律に基づく他の共済契約、保険契約の有無

契約者が他人のために共済契約をしたとき。

契約成立後における留意事項（通知義務等）

共済の目的の建物又は、共済の目的の家財を収容する建物を改築、増築をするとき。

共済の目的を他の場所に移転するとき。（火災等をさけるために、5日間の範囲内で移転する場合を除きます。）

共済の目的の建物又は、共済の目的の家財を収容する建物を一部又は全部解体するとき。

他の火災保険や火災共済等に重複してご加入の場合で、火災等の事故により共済金をお支払いするときは、当組合の規定により他の
火災保険や火災共済等と調整をする場合があります。詳しくは当組合までお問合せください。

4

以内

災共済事業規約（共済金を支払わない損害）に記載されておりますので、ご参照ください。

※入院とは、医師による治療が必要であり、かつ、自宅等での治療が困難なため、病院又は診療所に入り、常に医師の管理下において治療に専
念することをいいます。介護老人保険施設等の介護保険法に定める施設への入所については、入院に含みません。

※通院とは、病院又は診療所もしくは整骨院に通い、又は往診により治療を受けることをいいます。［治療を伴わない、薬剤、診断書、医療器
具等の受領等のもの及び介護保険法に定める居宅サービス（訪問介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護等）は通院に含みませ
ん。］

年額1口あたりの共済掛金額は右記のとおりです。なお、共済掛金の支払方法は年
払いとなります。

（告知事項等）



3. 次の事由が生じた場合には、ご契約を解除することがあります。
 （1）ご契約者又は共済金受取人が、この組合に共済金を支払わせることを目的として故意に支払事由を生じさせ又は生じさせようとし

たこと。
 （2）ご契約者又は共済金受取人が、共済金の請求及び受領に際し、詐欺の行為を行い又は行おうとしたこと。
 （3）ご契約者又は共済金受取人が、暴力団関係者その他の反社会的勢力に該当すると認められること。
 （4）ご契約者又は共済金受取人が、当組合からの信頼を損ない、共済契約の継続を困難とする重大な事由を生じさせたこと。
4.ご契約者から共済契約を更新しない意思の表示又は変更の申出がされない場合は、共済契約は満了するご契約と同一の内容で自動的に
更新します。ただし、当該契約満期日の翌月末日までに共済掛金のお支払いがない場合は、更新日（満期日の翌日）に遡り効力を失い
ます。なお、事業規約及び施行規則を変更する場合があります。そのときは、更新日（満期日の翌日）における変更後の事業規約及び
　施行規則の内容で共済契約が更新します。

この共済は、共済期間内にⅡの1に記載している交通事故により、被共済者が傷害を受けた場合又は、死亡された場合共済金をお支払い
します。

1.共済の対象となる交通事故
①運行中の交通乗用具にとう乗中の当該交通乗用具に起因する事故

1.契約者、共済金受取人の故意又は重大な過失によって生じた損害

Ⅱ. 責任開始期
新規でご契約をしていただいた場合の共済責任は、共済契約の成立日（共済掛金の払込みのあった日）の翌日から開始します。
また、満了するご契約が更新される場合の共済責任は、更新前の契約の満期日の翌日から開始します。

Ⅳ. 共済掛金の支払猶予期間
満了するご契約が更新される場合の共済掛金は、契約満期日までにお支払いください。ただし、同一内容で更新される場合は、当該契
約満期日の翌月末日までお支払いの猶予期間がありますので、猶予期間内にお支払いください。なお、猶予期間内にお支払いがない場合
は、契約が失効となり当該契約満期日の翌日以後に起きた事故については、共済金をお支払いできませんのでご注意ください。

小児用自転車、小児用三輪車、ベビーカー、シニアカー、モーターボート、ヨット、釣船等の単独自損事故

※事故日から180日を超える部分については、お支払いできません。
※同一の事故により同じ日に重複して通院又は入院したときは、医療機関を問わず1日の通院又は入院とみなし共済金を算定します。
なお、通院と入院が重複したときは入院1日とし算定します。

Ⅲ. 付加できる主な特約及びその概要
共済契約に付加できる特約はありません。
Ⅳ. 共済期間（共済のご契約期間）
共済期間は１年間です。ただし、１年未満の共済契約も可能な場合があります。詳しくは当組合までお問合せください。
Ⅴ.

交通事故により傷害を受け、その直接の結果として事故に遭われた日（以下「事故日」といいます。）から180日以内に死亡された場
合に、共済契約の種類により加入1口につき下記のとおりお支払いします。

（告知事項等）

火災等を事故とする法律に基づく他の共済契約、保険契約の有無

契約者が他人のために共済契約をしたとき。

契約成立後における留意事項（通知義務等）

共済の目的の建物又は、共済の目的の家財を収容する建物を改築、増築をするとき。

共済の目的を他の場所に移転するとき。（火災等をさけるために、5日間の範囲内で移転する場合を除きます。）

共済の目的の建物又は、共済の目的の家財を収容する建物を一部又は全部解体するとき。

他の火災保険や火災共済等に重複してご加入の場合で、火災等の事故により共済金をお支払いするときは、当組合の規定により他の
火災保険や火災共済等と調整をする場合があります。詳しくは当組合までお問合せください。

4

以内

災共済事業規約（共済金を支払わない損害）に記載されておりますので、ご参照ください。

※入院とは、医師による治療が必要であり、かつ、自宅等での治療が困難なため、病院又は診療所に入り、常に医師の管理下において治療に専
念することをいいます。介護老人保険施設等の介護保険法に定める施設への入所については、入院に含みません。

※通院とは、病院又は診療所もしくは整骨院に通い、又は往診により治療を受けることをいいます。［治療を伴わない、薬剤、診断書、医療器
具等の受領等のもの及び介護保険法に定める居宅サービス（訪問介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護等）は通院に含みませ
ん。］

年額1口あたりの共済掛金額は右記のとおりです。なお、共済掛金の支払方法は年
払いとなります。

（告知事項等）



●火災共済事業規約・同施行規則及び交通災害共済事業規約・同施行規則の内容がご契約内容とな
りますので、あらかじめ、当組合のホームページ等でご確認ください。また、ご契約に際して特
にご確認いただきたい重要な事項を「契約概要」に、特にご注意いただきたい事項を「注意喚起
情報」に記載しています。上記の共済事業規約・同施行規則と合わせて、内容をご確認のうえ、
お申込みいただきますようお願いします。
●この書面は、ご契約に関するすべての事項を記載したものではありません。詳細については、
『ご契約のしおり』をご参照ください。また、ご不明な点は当組合までお問合せください。

ホームページ
Q Rコード

共済契約に関するご相談・ご意見・お問合せ先

電話   06-6203-7073 FAX   06-6203-0485受付時間   9：00～17：30（土・日・祝・年末年始除く）

おおさか市民共済

1.共済金額（ご契約金額）については、建物4,000万円・家財2,000万円を上限として、当組合が定める建物・家財の標準的な加入
額の範囲内で設定してください。詳しくは、火災共済事業規約（共済金額）に記載しておりますので、ご参照ください。
2.万一、事故が発生した場合に十分な保障が受けられるよう、当組合が定める建物・家財の標準的な加入額に過不足なくご契約ください。
3.建物のみのご契約では家財の損害は保障されません。契約もれのないようご注意ください。

ご自宅からの火災等により、延焼等で近隣住宅にも被害が及んだ場合で、自己の費用で見舞金等を支払った
場合にお支払いします。

事故時の整理にかかる清掃費用等をお支払いします。

漏水等により第三者の住居に水漏れ損害を与え、自己の費用で見舞金等を支払った場合にお支払いします。

び発生原因を問わず地震等によって延焼・拡大して生じた損害についても共済金はお支払いできません。
及

年額1口あたりの共済掛金額は下記のとおりです。また、1口あたりの保障額は10万円です。
共済掛金額はお住まいの建物の構造・用途、共済金額（ご契約金額）によって決まりますので、詳しくは、当組合までお問合せくださ
い。なお、共済掛金の支払方法は年払いとなります。

（通知義務等）契約成立

郵便局口座、銀行等口
座からの自動引落

※共済契約のお申込みは、郵送やインターネット等でも承っております。

契約を更新される方は、ご指定の口座から満期月の５日
に自動的に掛金の引落ができます。（手続要）

9時～17時30分（土日祝、年末年始除く）

     その他ご注意いただきたい事項
1.次の事由が生じた場合には、ご契約を解除することがあります。
（1）ご契約者又は共済金受取人が、この組合に共済金を支払わせることを目的として故意に支払事由を生じさせ又は生じさせようとし

たこと。
（2）ご契約者又は共済金受取人が、共済金の請求及び受領に際し、詐欺の行為を行い又は行おうとしたこと。
（3）ご契約者、被共済者又は共済金受取人が、暴力団関係者その他の反社会的勢力に該当すると認められること。
（4）ご契約者又は共済金受取人が、当組合からの信頼を損ない、共済契約の継続を困難とする重大な事由を生じさせたこと。
2.ご契約者から共済契約を更新しない意思の表示又は変更の申出がされない場合は、共済契約は満了するご契約と同一の内容で自動的
　に更新します。ただし、当該契約満期日の翌月末日までに共済掛金のお支払いがない場合は、更新日（満期日の翌日）に遡り効力を
　失います。なお、事業規約及び施行規則を変更する場合があります。そのときは、更新日（満期日の翌日）における変更後の事業規
　約及び施行規則の内容で共済契約が更新します。

解約と解約返戻金

個人情報の取扱いについて
当組合は、取得した個人情報を、当組合が行う事業に関する商品およびこれらに付帯・関連するサービスの提供等に利用します。その他の
目的に利用することはありません。

Ⅱ. 責任開始期
新規でご契約をしていただいた場合の共済責任は、共済契約の成立日（共済掛金の払込みのあった日）の翌日から開始します。
また、満了するご契約が更新される場合の共済責任は、更新前の契約の満期日の翌日から開始します。

交通事故であっても医師等の治療期間が初診日から全治の日まで14日に満たない場合は、共済金をお支払いできません。

Ⅴ. 共済掛金の支払猶予期間
満了するご契約が更新される場合の共済掛金は、 契約満期日までにお支払いください。
ただし、同一内容で更新される場合は、当該契約満期日の翌月末日までお支払いの猶予期間がありますので、猶予期間内にお支払いく
ださい。なお、猶予期間内にお支払いがない場合は、契約が失効となり当該契約満期日の翌日以後に起きた事故については、共済金を
お支払いできませんのでご注意ください。

2024.2月　100,000




